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序     文 
 

日本国政府は、フィリピン共和国政府の要請に基づき、技術協力プロジェクト「水質管理能力

強化プロジェクト」を実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構（JICA）が本案件を実

施することとなりました。 

JICAでは、プロジェクトの効果的かつ効率的な実施を図るため、2004年10月から2005年7月まで

に、二次にわたる事前評価調査を実施し、先方政府関係者と本プロジェクトの内容に関する協議

を行いました。第1次調査では、フィリピン共和国における水質悪化の現状や環境管理行政の実態

を把握し、プロジェクトの方向性を確認し、これに続く第2次調査では、詳細情報を追加的に収集

するとともに、プロジェクトにて追求する目標や実施すべき活動について、詳細なプロジェクト・

ドキュメントを作成し、フィリピン共和国政府側と合意しました。その後、本調査の結果を踏ま

え、日比両政府間及び日本国内関係者間で協議を継続的に行った結果、2005年10月24日に案件実

施に係る討議議事録（Record of Discussion）の署名を行いました。 

本報告書は、参考資料として広く関係者に活用されることを願い、取りまとめたものです。終

わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係者各位に、心より感謝申し上げます。 

 

平成17年12月 

 

独立行政法人国際協力機構 

フィリピン事務所長 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
2005年8月15日 

１．案件名 

フィリピン共和国水質管理能力強化プロジェクト 

（The Capacity Development Project on Water Quality Management） 

 

２．協力概要 

（1）協力内容 

水質浄化法及びその施行規則を施行するうえで、特に重要な優先的活動1を実施するため

の、環境天然資源省環境管理局の水質管理行政能力強化を行う。 

 

（2）協力期間 

2006年1月から2010年12月までの5年間 

 

（3）協力総額（日本側） 6億9,000万円程度 

 

（4）相手先機関 

環境天然資源省（Department of Environment and Natural Resources：DENR）環境管理局

（Environmental Management Bureau：EMB） 

 

（5）国内協力機関 

環境省 

 

（6）裨益対象者 

直接的には1,000名あまりの環境管理局職員のうちの水質管理担当職員（約90名）であるが、

間接的には将来の水質改善への貢献を通じて、3つのパイロット地域の住民（約1,300万人）2

を中心としたフィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）の国民に広く裨益することが

期待される。 

 

３．協力の必要性・位置づけ 

（1）現状と問題点 

フィリピンにおける水質汚染は、河川水、地下水及び沿岸水の水質汚染が広範囲に進行し

ている。 

EMBの全国141河川のモニタリング地点において、約64％が同国環境基準で定める生物化

学的酸素要求量（Biochemical Oxygen Demand：BOD）基準を超過している。またマニラ首都

                                                 
1 水質浄化法とその施行規則にて新たに実施が規定された活動のうち、水質浄化法の遵守期限に照らした緊急性と水質管理上の重要

性が高いと EMBにより判断された活動。 
2 事前調査においては、ルソン、ビサヤ、ミンダナオの各地域から 1 地域ずつ、水質汚染の現況（産業排水が懸念される地域、エコ

ツーリズムなど観光上の重要性が高い地域、鉱山などの汚染が懸念される地域）と地域事務所の体制を考慮して決定することとし

ており、調査時点では第 3、6、12地域が想定されている。 
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圏を流れる河川はいずれも高度に汚染されており、特に乾期には水中からほとんど溶存酸素

が検出されない死の川となっている。これらの水質汚染は飲料水源の悪化を招き住民の生活

に影響を与えている。世界銀行（世銀）の報告によると、生活用水として利用されている地

下水の58％が基準値を超える大腸菌に汚染され、過去5年間の疾病全体の30％をコレラ、A型

肝炎、腸チフス、下痢などの水系伝染病が占めており、保健医療費の増大や働き手の喪失に

より多額の経済的損失が発生しているとしている。また、水道の整備が遅れている地方にお

いては水系伝染病の発生率はマニラ首都圏に比べて高い傾向にある。 

水質汚染は観光業や水産業などの経済的基盤に対しても直接的な影響を与えており、特に

ここ数年セブ島やボラカイ島などの国内外で知られたリゾート地の環境劣化について問題視

する声が高まってきている。また、沿岸部で近年盛んな養殖業に対しても、生活・産業排水

の影響が懸念されている。 

2004年10月に発表された中期国家開発計画（2004－2010）では、2004年5月に定められた水

質浄化法のその確実な実施が盛り込まれている。しかしながら、現状ではフィリピン政府が

下水処理施設や産業排水処理施設などの直接的に水質を改善するためのインフラ投資を行う

ことは容易ではない。 

フィリピン議会は水質汚染の深刻さに着目し、4年間にわたる議論を積み重ね、2004年5月

に水質浄化法を成立させた。この新たな法律は従来の排出基準を企業に遵守させるだけの水

質管理行政手法（Command and Control）から、市場メカニズムを活用した自主的な汚染防止

努力の推進（Market -Based Instruments）へと、水質管理政策を大きく転換するものである。

同法においては汚染者負担の原則に基づき、各汚染源（工場等）に対して汚染物質の量を

明示した許可証を発行し、汚染物質の排出量に比例した課徴金の負担を求める排水課徴金制

度の導入を特徴としている。 

もうひとつの特徴としては、地域の関係者による自主的な水質改善の取り組みを促進する

ために、水質管理地域を指定し、流域の水利用関係者（自治体、企業、住民、大学等）によ

る水質管理委員会を設立し、将来達成すべき水質の改善目標に向かって関係機関が努力する

ことを促進している点にある。 

環境天然資源省環境管理局（DENR-EMB）はこの水質浄化法を施行する中心的な役割を与

えられている。EMBは2000年より環境天然資源省とは異なる独自の地域事務所を設置し、水

質モニタリングや工場検査、操業許可証の発行などを実施してきている。しかしながら水質

浄化法にて新たに定められた政策の推進は、EMBにとって従来経験したことのない新しい業

務であり、これらの業務の施行のためには、必要な政策・施行ガイドラインの整備と現場レ

ベルでの施行、さらに組織内外の関係者との調整機能の強化など、包括的なキャパシティ・

ディベロップメントを行う必要がある。 

 

（2）相手国政府の国家政策上の位置づけ 

本プロジェクトは水質浄化法及び施行規則を担当するEMBとその地域事務所が適切に法

律を施行できるよう能力を強化するものであり、国家政策に直接合致している。 

また、2004年10月に公表された中期国家開発計画（2004-2010）の中でもより健康的な環境

の創造が環境天然資源分野の中の5つの重要項目の1つに含まれている。 
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（3）日本の援助政策との関連 

開発途上国の国民生活に深刻な影響を及ぼす環境問題の解決を支援することは、日本政府

の援助政策の重要事項のひとつであり、2005年2月に発表されたODA中期計画においては、

水質汚濁を含む環境汚染対策は重点課題の中の「地球的規模の問題」のひとつに位置づけら

れており、また援助実施の原則の1番目にも「環境と開発の両立」が挙げられている。 

対フィリピン国別事業実施計画においても、環境分野は重点柱のひとつ「環境保全と防災」

に該当している。 

さらに、2001年にJICAがまとめた第2次環境分野援助研究会報告書の中では、援助の成果

を高め効率を上げるためには、環境管理技術の移転だけではなく政策的な支援を含めたいわ

ゆるキャパシティ・ディベロップメントが必要であると指摘されている。 

４．協力の枠組み 

（1）協力の目標（アウトカム） 

・ 本プロジェクトでは政策立案を担当し全国16カ所のEMB地域事務所を指導するEMB本

部と、3カ所のパイロット地域事務所を主な対象とし、水質浄化法の施行に必要な能力強

化を行うことを中心課題としている。 

・ プロジェクトは4つの成果から構成され、うち2つはEMB本部の、残り2つはEMB地域事

務所の能力強化を目的としている。具体的にはプロジェクト開始後2年間はEMB本部に

対して政策立案・ガイドライン作成能力強化（成果1）、地域事務所に対する指導能力強

化（成果2）を中心として協力を行い、後半3年間についてはEMB地域事務所を対象とし

て水質管理地域の指定や委員会の設立・運営能力強化（成果3）と各種許可証の発行、立

ち入り検査、工場によるモニタリング結果の検証などの水質管理施行能力（成果4）の強

化を図る。 

    

1）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

水質浄化法及び施行規則を施行するうえでの優先的な活動を行うためのEMB本部及び

EMB地域事務所の水質管理能力が強化される。 

指標・目標値 

・ EMB職員が水質管理の手続きと必要な専門技術を習熟している。 

・ EMB本部・パイロット地域事務所が総合的水質管理を推進する組織的能力（職員数、

機材、情報管理システム、ガイドライン・マニュアル、業務計画）を有している。

・ EMBと関連機関及び利害関係者との連携が成り立っている。 

・ パイロット地域事務所が他地域の事務所に対してモデルとしての役割を果たしてい

る。 

 

2）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

産業・商業事業者及び自治体その他公的機関により、地域におけるアクションプラン3で

定められた水質目標を達成するために必要な対策が講じられる。 

                                                 
3 関係者により構成される水質管理委員会が策定する、地域ごとの水質目標を達成するために必要な 10カ年計画。水質浄化法におい

て委員会の設立とアクションプランの作成が規定されている。 
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指標・目標値 

・ 水質保全・改善が必要とされる地域が水質管理地域あるいは未達成地域に指定され

ている。 

・ 指定された地域において水質管理委員会等が設立され、アクションプランが作成さ

れている。 

・ アクションプランに基づいた対策が水質管理地域内の関係者により講じられている。

 

（2）成果（アウトプットと活動） 

＜成果1＞ 水質浄化法に基づいた総合的水質管理政策と施行ガイドラインが整備され、

EMB職員に周知される。 

指標・目標値 

a）総合的水質管理政策が作成される。 

b）各種施行ガイドライン・マニュアルが発行される。 

c）総合的水質管理政策と施行ガイドラインについて普及・訓練が行われる。 

活動 

1.1 総合水質管理政策とその施行ガイドラインを策定するための関連機関の連携・協調

体制を設立する。 

1.2 市場経済手法により企業の自主的な水質管理を促進するための総合政策の立案と、

施行ガイドラインを策定する。 

1.3 陸水（地下水を含む）及び海洋水の水系分類ガイドラインと地下水脆弱性地図作成

ガイドラインを策定する。 

1.4 水質汚染に関する産業分類を行うためのガイドラインを策定する。 

1.5 水質ガイドライン及び排水基準をレビューし、改定する。 

1.6 水質浄化法に基づき、水質管理地域（Water Quality Management Areas：WQMA）と

未達成地域を指定するためのガイドラインを策定する。 

1.7 WQMAアクションプランと遵守計画作成のためのガイドラインを策定する。 

1.8 WQMAにおける住民グループ及び他機関との水質モニタリングの連携プログラム

を構築し、ガイドラインを策定する。 

1.9 重要な汚染源を特定するとともに各種汚染源施設の法令遵守検査マニュアルを策定

する。 

1.10 特定の産業汚染源に対して流動的な排水基準適用を許容するためのガイドラインを

策定し、必要な調整を行う。 

1.11 排水許可システムを実施するための汚染負荷及び課徴金算定システムのガイドライ

ンを策定する。 

1.12 国家水質管理基金（National Water Quality Management Fund：NWQMF）の管理のた

めのガイドラインを策定する。 

1.13 EMB本部及び全EMB地域事務所に対し上記ガイドラインの研修を行う。 

＜成果2＞ EMB本部の地域事務所を指導する水質管理能力が強化される。 

指標・目標値 

a）以下の水質管理行政システムがEMB本部による地域事務所との連携の下に構築され
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稼動する。 

・ EMB本部が地域事務所間の調整体制が整っている。 

・ 水質管理モデルが構築されている。 

・ データベース及び情報管理システムが構築され地方と中央間で共有されている。

・ 国家水質状況報告書が発刊される。 

b）EMB本部がガイドラインに沿った活動を3パイロット地域で実施するための調整機

能を果たしている。 

活動 

2.1 ≪成果1≫において策定されたガイドラインの実施についてEMB本部と地域事務所

との協調体制を確立する。 

2.2 EMB地域事務所が利用する水質及び汚染源データベースとその報告システムを構

築する。 

2.3 EMB本部と地域事務所間で共有される水質管理情報・システムを構築し、EMB内で

の研修を行う。 

2.4 各地域からの報告をもとに国家水質状況報告書（初版）を発行する。 

2.5 適切な水質管理モデル4を構築し、地域事務所に対しデモンストレーションを行う。

2.6 ≪活動 1.12≫にて策定されたガイドラインに基づいて国家水質管理基金の運用手

続きを試行する。 

2.7 地域事務所支援のためのEMB中央検査所の体制を整備する。 

2.8 水質管理問題についての住民意識を高めるためのキャンペーンを企画し、試行する。

2.9 パイロット地域の成果の他の地域事務所への波及を促進し、また他ドナーによる補

完的支援を促進する。 

 

＜成果3＞ 水質管理地域を指定し、水質管理委員会等を設立・運営するためのEMB地域事

務所の能力が強化される。 

指標・目標値 

a）少なくとも1カ所の水質管理地域が各パイロット地域に設定される。 

b）設定された水質管理地域において水質管理委員会が組織される。 

c）水質管理委員会により水質管理アクションプランが策定される。 

活動 

3.1 ≪活動1.6≫で策定したガイドラインに基づいて、WQMAの地域を指定する。 

3.2 ≪活動1.6≫で策定したガイドラインに基づいて、指定されたWQMAにおいて水質管

理委員会を設立する。 

3.3 ≪活動1.7≫で策定したガイドラインに基づいて、水質管理委員会が策定する地域水

質管理アクションプラン、また、地方自治体が策定する遵守計画書の作成を支援す

る。 

3.4 水質管理委員会の行う地域水質管理基金を設立し管理する。 

                                                 
4 対象河川における各汚染源の汚染負荷量を算出するための計算式などを含む水質管理のためのツール 
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3.5 ≪活動1.8≫で策定したガイドラインに基づいて、地域内での水質モニタリングの連

携体制を構築する。 

 

＜成果4＞ EMB地域事務所の総合的な水質管理能力が強化される。 

指標・目標値 

a）排水許可の発行、排水課徴金徴収、自己モニタリング等の汚染源管理が適切に行わ

れている。 

b）地域水質状況報告書（初版）が発刊されている。 

c）データベース及び情報通信を含む情報管理システムが運用されている。 

d）現場及び水質ラボ機材が整備され職員が採水・測定技術を習熟している。 

活動 

4.1 ≪活動1.3≫で策定したガイドラインに基づいて、必要な水系指定または再指定を行

う。 

4.2 ≪活動1.6≫で策定したガイドラインに基づいて、達成地域及び未達成地域を特定す

る。 

4.3 汚染源の分類、優先化及び法令遵守検査を実施する。 

4.4 ≪活動1.4及び1.9≫で策定したガイドラインに基づいて、重要汚染源のインベントリ

ー調査及び水質調査を実施する。 

4.5 ≪活動2.5≫で策定した水質モデルを適用する。 

4.6 汚染源並びに水質調査データベースを管理し、EMB本部との情報共有を行う。 

4.7 地域水質状況報告書（初版）を作成する。 

4.8 ≪活動1.11≫で策定したガイドラインに基づいて、排水許可業務及び排水課徴金制

度を試行する。 

4.9 排水許可料金及び排水料金の徴収・会計システムを構築する。 

4.10 地域の分析機関との提携を支援し、また、EMB地域事務所ラボで調査する項目につ

いては採水・測定分析機材を整備し訓練を実施する。 

 

（3）投入 

1）日本側（総額6億9,000万円） 

a）専門家 7分野 

＜コアエキスパート＞ 

ア）総合的環境管理（総括） 

イ）水質環境管理技術 

ウ）組織制度構築/業務調整 

＜技術専門家＞ 

エ）水質モニタリング 

オ）汚染源管理 

カ）水質情報システム 

キ）水質モデリング 
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b）現地コンサルタント 

ア）政策フレームワーク及びガイドラインに関する素案作成・普及支援業務 

イ）水質モデリング、情報キャンペーン、データベース、ネットワーク、水質状況報

告書、水質管理基金等に関する設計・普及などの支援業務 

ウ）地域事務所（3カ所）における水質管理地域の設定・設立に関連する指導・訓練な

どの支援業務 

エ）地域事務所（3カ所）における水質管理実務に関する指導・訓練などの支援業務

 

c）資機材 

ア）現場用採水器、測定器、車両等 

イ）水質ラボ用測定機材 

ウ）情報管理システム用機材 

 

d）日本・第三国でのC/P研修 

 

2）フィリピン側 

a）カウンターパート 

ア）プロジェクト・ダイレクター 

イ）プロジェクト・マネジャー 

ウ）水質管理部のスタッフ 

エ）パイロット地域事務所水質管理担当スタッフ 

 

b）施設・設備等 

JICA専門家用事務所 

 

c）施設・設備等 

運営・経常費用並びに維持管理費 

 

（4）外部要因 

① EMB等のカウンターパート及び必要施設が適切な時期までに準備されている。 

② 水質浄化法に基づく連携機関（公共道路事業省、保健省、内務自治省等）の協力が得ら

れる。 

③ 水質モデリングに使用する他機関の所有する重要データ・情報（国家水資源委員会の水

理データ等）が入手できる。 

④ EMB地域事務所がプロジェクトを実施するために必要な人員と予算が適切な時期に確

保される。 

５．評価5項目による評価 

（1）妥当性 

下記のように本プロジェクトを実施する妥当性は高いと判断される。 

 



 

viii 

1）相手国のニーズ 

水質浄化法は地方自治体（Local Government Unit：LGUs）や住民、民間セクターの自主

的努力を促しつつ水質の改善を図ることを最重要戦略としている。政府主導による環境イ

ンフラ整備の実施が財政的な事情によって困難な現状においては、水質を改善しようとす

る川沿いの利害関係者間での調整や、排出量に応じた排水課徴金などの市場メカニズムを

活用した水質管理手法が有効である。しかしながらEMBは従来経験したことがない業務で

あるため、政策・制度の作成から現場における施行業務まで包括的な組織の構築支援が必

要となっている。また、こうした水環境の保全・改善のための取り組みは、地域の住民、

地方行政機関、民間セクター、大学関係者などのさまざまな関係者の参画の下に実施され

るものであり、直接的、あるいは、間接的に水質の改善を必要とする一般国民、企業・団

体などを巻き込んだ水質管理の促進が可能である。 

 

2）相手国の環境政策との整合性 

本プロジェクトは、フィリピンの水質管理政策の根幹である水質浄化法を効率的に施行

することを目的としており、フィリピンの環境政策に直結している。また、昨年（2004年）

11月に公表された中期国家開発計画（2004-2010年）の中でもより健康的な環境の創造が5

項目挙げられている環境自然資源分野のなかの重要項目のひとつに含まれている。 

 

3）わが国関連技術の優位性 

わが国は1970年代の公害対策とそれらに対する水質保全政策についてさまざまな経験を

もっていることから、水質管理の実務にかかわる各種の知見やノウハウを蓄積しており技

術的優位性は高い。また、本プロジェクトにおける能力強化の対象の一部である管理技術

面については、JICAは過去、タイ王国、中華人民共和国、インドネシア共和国、メキシコ

合衆国、チリ共和国、エジプト・アラブ共和国（以下、「タイ」「中国」「インドネシア」「メ

キシコ」「チリ」「エジプト」と記す）において環境センタープロジェクトを実施してきて

いるので、これらのプロジェクトで得られた知見・教訓（モニタリング体制の構築方法等）

を本プロジェクトに活用できる。一方、フィリピンにおいてはJICAは水質浄化法の施行細

則の作成を支援し、政策的側面からの支援についての経験を得ている。 

 

（2）有効性 

以下の理由より、本プロジェクトは高い有効性を有していると判断される。 

EMBは本部と全国16カ所の地域事務所より成り、本部は政策立案を、地域事務所は政策施

行を担当している。水質浄化法を施行するうえでは、政策立案・実施が一体的に実施される

ことが必要であるが、本プロジェクトはEMB本部及び地域事務所の双方を対象とした包括的

な能力強化を対象としていることから、より効果的に水質浄化法を施行する体制づくりを行

うことが可能である。 

具体的アプローチとしては、水質浄化法にて定められた活動のうち特に優先的な取り組み

を必要とする活動の実施を行うことを通じて、EMB本部と地域事務所の能力強化を行うが、

プロジェクト目標、成果並びに優先的な活動等はEMB本部や地域事務所職員との参加型協議

を通して選定されたものであり、カウンターパートの意向を十分に反映している。 
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また、本プロジェクトは水質浄化法及の施行のための能力強化をめざしていることからプ

ロジェクト目標の内容は明確であり、また、各成果についても同法に基づき本部と地域事務

所で具体的に取り組むべき活動を記載していることから、成果と目標のつながりも明確であ

る。よって成果を達成することでプロジェクト目標が達成されることが期待される。 

 

（3）効率性 

以下の理由により、効率性が高いと判断される。 

本件はフィリピンの水質管理政策立案・実施にかかわるキャパシティ・ディベロップメン

トを目的としたプロジェクトであり、カウンターパート個人の技術・経験の向上だけではな

く、組織内での制度・体制整備や他の機関との調整能力等の向上も意図している。よって、

水質浄化法の施行に先立ち必要となる各種ガイドラインやマニュアル、情報データベースや

水質モデルなどの多数のアウトプットの作成が計画されている。これらのアウトプットを得

るためには通常多くの時間と投入が必要となるが、本プロジェクトでは現地コンサルタント

を日本人専門家の監督の下に有効に活用することで、費用対効果の高い協力を実施すること

を計画している。なお、フィリピンの政府機関においては政策を策定する際には、民間コン

サルタントを活用することが一般的に行われているため、民間セクターに政策策定のノウハ

ウを有する人材が多く存在している。 

また、日本人専門家についても民間の人材の積極的な活用が期待される。JICAの開発調査

等において、環境管理計画の作成、河川・湖沼の水質管理に従事した経験の豊富な人材が存

在することから、プロジェクトの実施については、このような開発途上国の水質管理の技術

と開発途上国における技術協力の経験を有する民間のコンサルタントを活用して実施するこ

とで高い効率性が確保されると見込まれる。 

なお、水質浄化法の施行と水質管理能力強化については他ドナーも関心を有しており〔米

国国際開発庁（United States Agency for International Development：USAID）等〕、これらのド

ナーとの連携を図りつつ事業を進めていくことで、より効率的なプロジェクトの実施が可能

である。 

 

（4）インパクト 

下記のように本プロジェクトは種々の分野に波及効果を与えるものと判断される。 

    

1）関係者による水質管理地域アクションプランの策定と実施 

本プロジェクトの上位目標は地域の河川利用関係者によりアクションプランで定められ

た水質目標の達成のために必要な対策が講じられることであるが、以下のとおり達成が見

込まれる。 

水質浄化法では、特に水質改善の必要性が高い地域を水質管理地域に指定し、地方行政

機関、住民、企業、大学など、地域の河川利用にかかわる利害関係者から構成される水質

管理委員会を組織することが求められている。EMB地域事務所の役割は水質管理委員会の

技術事務局として委員会を円滑に運営するとともに、関連機関を調整しつつアクションプ

ランの作成と遂行を促進していくものである。本プロジェクトは、水質管理地域の指定や

委員会の設立のためのガイドラインづくりや、パイロット地域事務所における委員会の設
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立・運営推進のための能力強化が成果のひとつとして盛り込まれており、また併せて市民

の環境意識を高めるための情報キャンペーンや地域内での水質モニタリングの連携体制の

構築などの、地域関係者へ働きかける活動が含まれることから、地元に根ざした水質対策

が実施されることが期待される。 

 

2）水質保全・改善への効果 

本プロジェクトは環境管理政策の適切な立案・施行を行うための行政能力の基盤を築く

ことを目標としている。また、地域における水質改善アクションプランの策定が本プロジ

ェクトの重要要素となっており、生活排水、産業排水など広範な汚染源への対策を含む同

プランの実施を通じて対象水域における水質の改善に効果を発現することが期待される。

アクションプランは10年計画であり、現時点では巨額のインフラ整備のための財源が限ら

れていることから直接的な水質の改善にはそれなりの期間を要すると想定されるが、本プ

ロジェクトで環境行政能力の基盤を築くことにより、これらのプランの実施をたゆまずに

促進し、また、将来的な状況の変化に適切に対応することが可能となる。 

 

（5）自立発展性 

水質浄化法はフィリピンの議会が立法化し政府に対して実行を求めるものであり、プロジ

ェクト終了後も引き続き継続的に施行していくことがEMB及び関係機関にとっての責務と

なっていることから、プロジェクトの活動に対する政策面での自立発展性は高いといえる。

プロジェクトの終了後にEMBが独自に活動を継続していくうえでは、EMBが適切な人員配置

と予算措置をあらかじめ講ずることが必要であり、プロジェクトの準備・実施段階において

終了後を見据えた体制確保を働きかけることが重要である。また、本プロジェクトは他機関

との調整を要する活動も多く、EMBも含めた関連機関のキャパシティに合わせた無理のない

協力を実施していくことが肝要である。本プロジェクトはEMBを中心とした制度づくりを中

心に行う前半2年間の協力と、EMB地域事務所を中心とした現場での施行を行う後半3年の協

力から構成されていることから、各協力ごとの進捗状況と相手側の体制を適切に把握したう

えで、柔軟なプロジェクト管理を実施していくことが必要であり、これらの活動上の配慮を

行うことでプロジェクトの自立発展性を確保することが可能である。 

 

（6）結論 

本プロジェクトは相手国の環境政策に合致しており、また、数次にわたる参加型協議を踏

まえた結果、相手国側のニーズを十分反映した内容となっている。また、ローカルリソース

の活用によりプロジェクト全体を効率的に実施する計画となっている。また、プロジェクト

による波及効果も大きく、自立発展性にも配慮されている。 

以上より、本プロジェクトの実施は妥当であると判断される。プロジェクトの準備・実施

過程においてフィリピン側の受入体制（適正数の職員配置等）が十分に整備されれば、より

高いインパクトと自立発展性とが期待できる。 

６．貧困・ジェンダー・環境などへの配慮 

特になし。 
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７．過去の類似案件からの教訓の活用 

環境分野において過去に実施されてきたプロジェクトの多くについては、モニタリング技術の

移転に重点が置かれてきた。しかしながら、プロジェクトの成果を環境管理行政に活用していく

うえでは、フレームワークやガイドラインの作成を含む政策策定部分への協力、また、現場にお

ける政策の実行に対する協力を併せて実施する必要があるとの教訓が得られている。本プロジェ

クトにおいては、政策策定から現場における政策実施までに至る包括的な能力強化を目的として

おり、過去の教訓を活用している。 

JICAは、2005年5月に発効した水質浄化法の施行細則（Implementation Rule and Regulation：IRR）

の作成に関し、他のドナーとの連携を行いつつ中心的な役割を果たしてきた。具体的には施行細

則の素案作成を行い、必要となる科学的な水質管理手法について関係省庁や企業の組合などに対

する公聴会の開催を支援し、さらにエンフォースメントを担当する地域事務所の能力の評価等を

通じた支援を実施した。この施行細則作成支援という政策支援の過程で得られた経験（ローカル

コンサルタントの効果的な活用方法とEMB内外での調整の実施方法等）を当該プロジェクトで活

用できる。 

環境管理分野で行ったプロジェクトの評価として、2002年度に外部有識者評価報告書が発行さ

れている（「特定テーマ評価：環境センターアプローチ：途上国における社会的環境管理能力の形

成と環境協力」）。そのなかで、プロジェクトの行政的位置づけ、企業・市民への貢献、地方分権

化への対応などの点を今後の課題として指摘するとともに、当該国の環境基本政策が策定される

など、相手国内での環境対策実施体制が整う時期を見計らって協力を投入することが重要である

と述べている。本プロジェクトは水質分野の基本政策である水質浄化法とその施行細則（IRR）が

定められEMB及びLGU等の関係機関において水質改善のための機運が高まっている時期にプロ

ジェクトを開始することから、右評価の教訓に沿った協力実施となっている。 

８．今後の評価計画 

2008年1月 中間評価調査団派遣予定 

2009年6月 終了時評価調査団派遣予定 

2013年12月 案件別事後評価実施予定 
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第１章 調査団派遣の経緯 
 

１－１ 要請の背景 

フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）では、経済発展による人口や産業の集中化に

伴って必要とされる上下水道、都市排水、一般系及び産業系廃棄物処分場や収集サービス、産業

系の公害防止対策などの環境インフラの整備が財源不足から追いつかず、水質汚濁が広範囲に進

行している。この結果、国民の健康のみならず漁業や観光産業が多大な悪影響を受けている。 

これを受け、2003年には水質管理行政の転換が行われ、経済的なインセンティブを民間セクタ

ーに与え、公害防止対策推進のための自助努力を促進する市場経済手法を活用した政策が推進さ

れることとなり、2004年5月には水質浄化法が施行された。この法律は、水質管理に必要なさまざ

まな政策や手続規則、ガイドライン等の作成と実行を求め、環境担当部局及び地方行政機関を含

む関係政府機関に多様な義務と責任を与えた。しかし、これら新たな義務と責任は環境天然資源

省（DENR）が従来実施した経験のない業務であり、水質浄化法の実施を通して悪化した水質の改

善を図ることを組織としての重要戦略としているものの、現在の組織・職員個人の能力、配属職

員数では水質浄化法の実施は困難な状況にあり、技術的側面及び政策的側面を含む総合的な水質

管理能力の向上が喫緊の課題となっている。 

かかる状況の下、フィリピン政府はわが国政府に対して環境管理能力強化に関する技術協力を

要請してきた。これを受け、日比双方の現地関係者間で継続的な協議が実施された結果、水質管

理行政の能力を強化するための技術協力が必要であるとの認識に至った。 

 

１－２ 調査の目的 

本事前評価調査では、上記の要請背景を踏まえ、力の必要性、妥当性及び実施可能性について

検討する。また、要請された計画、活動、スケジュール等について、先方と合意文書を交わして

確認することを目的とする。 
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第２章 事前評価調査の概要 
 

２－１ 第1次調査 

２－１－１ 調査団の構成 

担 当 氏 名 所 属 

総  括 松浦 正三 JICAフィリピン事務所 所長 

環境計画 田中 秀穂 環境省地球観光局環境協力室 

水質管理計画 田島 正廣 国際航業（株） 

水質モニタリング/立入検査 倉田 隆喜 国際航業（株） 

組織制度/計画分析 大竹 孝泰 （株）レックス・インターナショナル

環境情報データベース 清田 大作 国際航業（株） 

協力企画 杉山 茂 JICAフィリピン事務所 所員 

 

２－１－２ 調査日程 

月日 曜日 主な内容 

10月25日 月 
（松浦団員、杉山団員以外）東京 →マニラ 

JICAフィリピン事務所 打合わせ 

10月26日 火 
環境天然資源省海外援助特別事業事務所（DENR-FASPO）、環境天然

資源省環境管理局（DENR-EMB）打合わせ 

10月27日 水 
水質管理業務に従事経験があるローカルコンサルタント 聞取り 

10月28日 木 

10月29日 金 ラグナ湖 水質汚染状況 現地調査 

10月30日 土 資料整理 

10月31日 日 資料整理 

11月1日 月 祝日 

11月2日 

～ 

11月4日 

火 

～ 

木 

環境天然資源省環境管理局環境質部水質管理課（EMB-WQMS）聞取

り調査 

11月5日 金 
在フィリピン日本大使館 打合わせ 

EMB-WQMS 聞取り調査 

11月6日 土 資料整理 

11月7日 日 資料整理 

11月8日 月 
国家経済開発庁（NEDA）表敬、ラグナ湖開発公社（LLDA）関係者聞

取り調査 

11月9日 火 水質浄化法IRR策定ワークショップ 参加 

11月10日 水 国家灌漑公社（NIA）関係者 聞取り調査 

11月11日 木 上水道、下水道関連民間企業 聞取り調査 

11月12日 金 国家水資源委員会（NWRB）関係者 聞取り調査 

11月13日 土 調査結果取りまとめ 

11月14日 日 調査結果取りまとめ 

11月15日 月 祝日 
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11月16日 火 
パッシグ川 水質汚染状況 現場視察 

JICA事務所 打合わせ 

11月17日 水 DENR-EMB地域事務所 関係者聞取り 

11月18日 木 DNER-EMB第3地域事務所 現場視察 

11月19日 金 JICA事務所 打合わせ 

11月20日 土 調査結果取りまとめ 

11月21日 日 調査結果取りまとめ 

11月22日 

～ 

11月27日 

月 

～ 

土 

DENR-EMB第7地域事務所 現場視察 

11月30日 

～ 

12月4日 

火 

～ 

土 

DENR-EMB第11地域事務所 現場視察 

12月5日 

～ 

12月8日 

日 

～ 

水 

調査結果取りまとめ、報告書執筆 

12月9日 木 
PCMワークショップ実施 

12月10日 金 

12月11日 

～ 

12月26日 

土 

～ 

日 

関係者 補足聞取り調査 

第1次調査 調査報告書取りまとめ 

12月27日 

～ 

1月3日 

月 

～ 

月 

第1次調査報告書 関係者読み合わせ・コメント作成 

1月4日 火 （松浦団員、杉山団員以外）マニラ → 東京 

 

２－２ 第2次調査 

２－２－１ 調査団の構成 

担 当 氏 名 所 属 

水質管理政策及び組織制度強化（1） 東海林 正 （株）テクノ･ファイン

水質管理政策及び組織制度強化（2） ラモン・アブラコサ ローカルコンサルタント

 

２－２－２ 調査日程 

5月30日 月 
（東海林団員）東京→マニラ 

JICA事務所 打合わせ 

5月31日 火 
午前：JICA専門家、JICA事務所打合わせ 

午後：団内打合わせ 

6月1日 水 DENR-EMB フォーカスグループディスカッション 

6月2日 木 DENR-EMB 関係者 聞取り調査 

6月3日 金 フォーカスグループディスカッション 結果取りまとめ 

6月4日 土 資料整理 

6月5日 日 資料整理 

6月6日 月 地方事務所視察準備 
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6月7日 火 地方事務所視察準備 

6月8日 

～ 

6月10日 

水 

～ 

金 

DENR-EMB地域事務所 所長協議（於 マニラ） 

6月11日 土 資料整理 

6月12日 日 資料整理 

6月13日 

～ 

6月20日 

月 

～ 

月 

プロジェクトドキュメント取りまとめ 

6月21日 火 DENR-EMB フォーカスグループディスカッション 

6月22日 

～ 

7月6日 

月 

～ 

水 

DENR-EMB プロジェクトドキュメントに係る意見交換 

プロジェクトドキュメント 修正作業 

対ドナー プロジェクトドキュメント案 説明 

7月7日 木 JICAフィリピン事務所、NEDA、在フィリピン日本大使館報告 

7月8日 金 （東海林団員）マニラ→東京 

 

２－３ 主要面談者 

（1）フィリピン関係者 

環境天然資源省（DENR） 

Mr. Michael T. Defensor DENR 長官 

Mr. Rafael E. Camat, Jr. DENR 海外協力担当次官 

Mr. Julian D. Amador DENR-EMB 局長 

Ms. Erlinda A. Gonzales DENR-EMB 調整官 

大田 正豁 DENR-EMB JICA専門家（局長アドバイザー） 

Mr. Renato Cruz OIC-Chief, EQD-EMB 

Mr. Jun Rivera EMB-WQMS 職員 

Ms. Ely Malano EMB-WQMS 職員 

Ms. Leza Merze EMB-WQMS 職員 

Ms. Michi Navaluna EMB-WQMS 職員 

Mr. Nicanor E. Mendoza EMB-WQMS 職員 

Mr. Juan C. Rana DENR-FASPO 局長 

Mr. Robert Jara DENR-FASPO 部長 

Ms. Gloria Arce DENR-FASPO 職員 

Mr. Jesus A. Carino DENR-FASPO 職員 

Mr. Ceazar H. Natividad DENR-LLDA 職員 

 

その他 

Mr. Florante G. Igutiben NEDA 職員 

Ms. Sheila Marie Encabo NEDA 職員 

Ms. Joanne P. Tolentino NEDA 職員 

小澤 與宏 国家灌漑公社（NIA）JICA専門家 

Mr. Ramulo A. Ramirez 国家灌漑公社（NIA）計画局 職員 
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Mr. Lope R. Villenas 国家水資源委員会（NRWB）主任 

Ms. Leonor C. Cleofas マニラ首都圏上下水道公社（NWSS）プロジェクト管理課長 

Mr. Joege C. Mateo マニラ首都圏上下水道公社（NWSS）水質管理課長 

 

JICAフィリピン事務所 

吉田 勝美 JICAフィリピン事務所 次長 

高田 裕彦 JICAフィリピン事務所 次長 

加瀬 晴子 JICAフィリピン事務所 所員 
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第３章 プロジェクト実施の背景 
 

３－１ 要請の背景 

JICAでは、フィリピンの抱える各種環境管理及び自然資源上の問題点の把握及び解決に向けた

支援のニーズを確認し、政府関係機関と共有する目的で、2002年1月から3月にかけて「対フィリ

ピン環境分野プログラム形成調査」を行った。この調査では、幅広い視点から環境セクターを取

り上げ、技術的視点からの幅広いプログラム形成を中心的テーマとして実施された。この結果、「特

に住民の生活環境に密接する幅広い水質管理分野を対象としたキャパシティ･ディベロップメン

トが重要である」との認識が示され、日比双方関係者間で共有された。 

この調査を受け、2002年にはフィリピン政府は「EMB Capacity Development Project」なる技術協

力プロジェクトを正式に日本政府に対して要請した。このプロジェクトは、環境天然資源省環境

管理局（DERN-EMB）が扱う環境管理全般に関する能力強化を目的としたものであったが、要請

書内容検討の過程で、協力対象分野が環境管理全般という幅広いものであるところ、効果発現の

観点からサブセクターに関する絞り込みが必要であるとの認識に至り、右内容のコメントが日本

政府からフィリピン政府に通報された。 

こうした考え方を受け、2003年4月より、在フィリピン日本大使館の主導で、JICAフィリピン事

務所、国際協力銀行（Japan Bank for International Cooperation：JBIC）マニラ事務所、JICA専門家、

さらにはフィリピン政府関係者も含めた勉強会が数次にわたり実施され、対フィリピン環境分野

での協力の方向性について議論が行われた。この結果、水質管理強化のための技プロ採択を念頭

に置きつつ、さらに必要な事前準備・調査を行い、実施機関となるDENR-EMBの現行体制や能力

強化に向けた意思などを確認する必要があるとの合意に至った。 

こうした関係者の合意を受け、2003年6月から2004年3月ごろにかけて、JICAフィリピン事務所、

DENR-EMB派遣中のJICA専門家（長期及び短期）、及びDENR-EMBでは、プロジェクトのフレー

ムワークについて検討を開始し、ワークショップやDENR-EMBの幹部職員、担当スタッフからの

聞取り調査などを通して、水質管理の現状や水質管理のためのDENR-EMBが果たすべき役割、水

質管理のための各種基準、水質のモニタリングと分析、産業排水のモニタリング技術などフィリ

ピンにおける水質管理上の問題を幅広い角度から分析し、議論が行われた。この結果を踏まえ、

JICAとDENR-EMBによってプロジェクトのフレームワーク案が作成され、プロジェクトの方向性

について合意が形成された。 

また、2004年3月には、フィリピンにて水質浄化法が制定され、技術協力プロジェクトの準備と

並行して、派遣中の長期専門家の活動の一環として、施行細則（Implementation Rule and Regulation：

IRR）の制定支援が進められた。さらには、JICAフィリピン事務所は2004年2月～5月にかけて全国

のDENR-EMB地域事務所の環境管理能力の実態を明らかにする目的でベースライン調査を実施し

た。 

こうした前駆的調査や支援を通して、フィリピンの水質管理体制を強固なものにするには、

DENR-EMB本部並びに地域事務所における政策立案及び実施面において、総合的能力強化を図る

ことの必要性が確認された。特に、2004年水質浄化法の発効に伴う新たなDENR-EMBに多くの責

務が課されたことから、水質管理分野の総合的能力強化が早急の課題であることが確認された。 
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３－２ 事前調査の実施 

こうした検討を受け、2004年10月25日から2005年1月4日にかけて、第1次事前調査が実施された。

この調査では、それまでの各種検討をレビューするとともに、フィリピンの水質汚染及び水質管

理行政の現状、特に新たに制定された水質浄化法によってDENR-EMBが新たに抱えるマンデート

の分析と能力強化の方向性について関係者間で検討が進められた。この結果、プロジェクトでは、

水質浄化法及びその施行細則に規定される役割をDENR-EMBが実施するための能力強化をめざす

ことで、その方向性が合意された。 

しかし、この時期は水質浄化法が発効してまだ数箇月であり、DNER-EMB内部においても多く

の面において法律の規定内容についての共通した理解が固まっていない時期でもあった。また、

その実施の詳細を定める施行細則（IRR）の準備作業が進捗していた時期であり（IRRの発効は2005

年5月）、調査団は準備中のIRRを基にプロジェクトの設計を行ったものの、IRRが制定されたあと

に、これとの整合性や活動の優先順位などについて改めて検討が必要との認識に至った。 

これを受け、IRRの発効後の2005年5月30日から7月8日にかけて第2次事前調査を実施し、プロジ

ェクトの戦略や活動に関する詳細な検討を行いプロジェクト･ドキュメントをまとめ上げるとと

もに、調査終了時にはミニッツを締結し、プロジェクト・ドキュメントの内容について合意した。 

この結果をもって、2005年10月24日には、環境天然資源省長官とJICAフィリピン事務所長との

間で討議議事録（R/D）が締結され、プロジェクトの実施が合意された。 
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第４章 フィリピン水質管理の現状と課題 
 

４－１ 水環境の現況 

フィリピンにおいては、河川水、地下水及び沿岸水の水質汚染が広範囲に進行している。

DENR-EMBの調査結果によれば、全国141河川のモニタリング地点の約64％で同国環境基準のA級

水質で定めるBOD基準を超過している。また、世界銀行の報告によると生活用水として利用され

ている地下水の50％のモニタリング地点において大腸菌が基準を超え、最近5年間の水系疾病の割

合は約30％にものぼっており、住民の生活に深刻な影響を与えている。 マニラ湾においては未処

理で流入する生活排水や産業排水の影響で季節的な有害藻類の発生が恒常化している。さらに、

都市圏においてはマニラ首都圏のパシグ川に代表されるように都市環境の著しい悪化を生じてお

り、水産業や観光業に対しても大きな影響を与えている。低所得者地区の管理されていない腐敗

槽（セプティックタンク）から発生する生活汚水は都市部における主要な汚染源であり、このよ

うに水質汚染は同国の抱える貧困問題とも関連している。 

フィリピンの国民生活及び社会・経済的基盤を保全する観点から、水質汚染問題は早急な対策

を必要としている。このような同国の水質汚染は、生活排水や産業排水などに対するインフラ施

設が未整備であることが直接的な原因である。しかしながら、それ以上に水質モニタリングを通

して水環境の状況を科学的に明らかにしたうえで水質の保全・改善に対する長期的計画を立案し、

それを踏まえて生活排水や産業排水分野のインフラ整備を促進するために連携・協調を働きかけ

るべく水質管理行政が十分になされていないことが水質悪化を防止できない根本的原因と判断さ

れる。 

 

４－２ 水質浄化法及びその施行細則 

水質浄化法とその施行細則（おのおの2004年5月及び2005年5月発効）は水質管理法としては、

世界諸国の流れを汲んだもので、利害関係者が共有する流域単位ごとに水質を管理することを主

題としている。また、将来的には、水質管理行政を地方自治体（LGU）に移行させるねらいもあ

るとみられる。内容的には、排水課徴金制度、地域管理委員会の主導による水質管理等々、各種

の制度設置が盛り込まれており、これに伴って数々の管理活動においてDENR-EMBが主導するこ

とを求めている。 

フィリピン水質浄化法は同国の悪化する水質への効果的・効率的な対策実施の方向を指し示し

たものである。これはわが国が1960年代に顕在化した一連の公害に対する対策を1970年代から

1980年代初頭にかけて規制強化や総量規制の導入などの諸施策によって対応した経験と類似する

ものである。このように水質浄化法はその目的を主として水利用に伴う人の健康の保護や水環境

の保全に置いている。1990年代以降、欧米主要国やわが国の水環境対策における基本方向となっ

ている不特定汚染源（非点源汚染）への対策、あるいは、各種微量化学物質に対する生態系保全

といった地球的規模における環境保全の視点から水質管理を展望するものではない。 

従来、フィリピンにおいては全国の河川を水質等級別に分類し（水系分類）、それに対応する排

水基準を適用して行う規制（いわゆるコマンド・アンド・コントロール）が行われてきたが、

DENR-EMBの能力不足もありこの制度が十分機能せず効果が上がっていなかった。そこで、以前

の規制制度を踏襲しつつも、水質保全・改善を図る目的で従来の水質管理政策を大きく転換する

水質浄化法が制定された。水質浄化法及び施行細則に盛り込まれた主要な規定/制度は表-2のとお
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りである。水質浄化法は全国的水質管理の目標と施策を設定する総合的水質管理フレームワーク

の策定、並びに、関係機関の連携・協調に基づく地域ベースの水質管理の推進を柱としている。

表-1は水質浄化法に規定される各種項目の実施期限を表す。 

 

表－１ 水質浄化法規定の実施期限 

実施項目 実施期限 

・ 国家水質管理基金年次報告書 会計年度末後2カ月 

・ 国家水質状況報告書の作成 水質浄化法発効後24カ月 

・ 総合的水質管理フレームワークの作成 国家水質状況報告書の完成後12カ月 

・ 10カ年水質管理地域アクションプランの作

成 

総合的水質管理フレームワーク完了後12カ月、

必要な場合は管理委員会が5年ごとに見直し 

・ 国家地下水脆弱性マップの作成・公表 水質浄化法発効後24カ月 

・ 水質ガイドラインの実施、レビュー、改訂

水質浄化法発効後12カ月、必要な場合、5年ご

とに関連他機関との協調によりDENR-EMBに

よって見直し 

・ 排水基準のレビュー及び設定 
水質浄化法の発効直後及び5年ごと、当面、

DAO35が適用される 

・ 汚染物質の採水及び分析に関する国際的に

容認される手順の確立 
水質浄化法発効後12カ月 

・ 点源及び非点源汚染源の分類 水質浄化法発効後18カ月、その後2年ごと 

・ 地下水源の分類 水質浄化法発効後12カ月 

・ 水域の水系分類及び再分類 IRR発効後5カ年、その後10年ごと 

 

フィリピンは過去、水質の保全・改善にかかわる数々の諸法令を発布してきた歴史を有してい

る。しかしながら、多くは同国の社会・経済やそれを実施する行政当局の能力やリソースに考慮

されることなく法令が発布されたため、水質保全・改善の効果は上がらないばかりか、一部偏っ

た規制措置や罰則適用などにより、一種の社会的不公平を生じる結果ともなっている。今回の水

質浄化法をきっかけにして実効的な水質保全・改善への取り組みが開始されることが求められて

いる。 

水質浄化法が求める多くの制度は現在のDENR-EMBでは取り組まれていないものであること、

また、協力プロジェクトが管理技術面の要素技術移転のみならず、政策・実施戦略立案をも含む

総合的能力強化を指向するものであるために、取り組まれるべき活動は広範囲で、かつ、大規模

なものとなる。また、水質浄化法においてはDENR-EMBが果たすべき責務の多くには期限が定め

られているが、現在のDENR-EMBの体制/能力からみると期限内の達成が難しいものが多く、また、

そのタスクの内容もいまだ明確ではないものも含まれている。これらは、プロジェクトの実施過

程において、現実的な期限の見直しや規定の具現化をしていかねばならない状況と考えられる。 
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表－２ 水質浄化法の概要 

水質浄化法に基づく

中心的規定/制度 
規定/制度の概要 備考 

総合的水質管理フレ

ームワークの策定 

（DENR-EMBが関連

機関と連携・協調し

策定） 

・ 水質の保全・改善に関係するすべての政策・計画を

包括するフィリピン総合的政策ガイドラインであ

る。過去、関係省庁によって策定された政策もこの

総合的水質管理フレームワークに吸収される。 

・ この主要な内容は、水質の達成すべき目標、達成期

限、水質汚染防止の戦略・技術的対策、水質情報公

開や環境教育並びに実施のための人材育成計画な

どである。 

今までは、各機

関が個別に所管

分野の立場から

政策・計画を作

成していた。 

水質管理地域の指定

（各地域が準備し、

そ れ に 基 づ い て

DENR-EMBが指定） 

・ 地域ベースの水質管理（地域水質管理）を行う目的

で複数のLGUが含まれる一定の地理的範囲（一般に

は流域境界を基準にして）を水質管理地域として指

定する。これによりその地域内の利害関係者

（DENR-EMB、LGU、NGO、住民など）が中心と

なって連携・協調により水質管理を推進する。 

・ これを実行するために水質管理委員会、技術事務

局、水質管理基金を設けるがEMBはこれらの中心機

関としてこの地域における水質管理を主導する。 

・ 地域ごとに10年アクション・プランを策定し（総合

的水質管理フレームワーク策定後1年）、また、LGU

は生活排水処理についての遵守計画を作成・実行す

る義務がある。 

・ 水質管理基金の収入は罰金、排水課徴金などで、こ

れらの資金は地域の水質改善活動等に支出される。 

今まではなし 

未達成地域の指定

（ DENR-EMB が 指

定） 

・ 水質ガイドラインの基準値を超過し水質汚染が著

しい地域を未達成地域として指定し、特に厳しい規

制管理を行う。 

・ この地域においては主要な排水企業・機関は改善対

策の提出が義務化され、また、新規の企業の施設増

設は現在の負荷削減をしない限り許可されない。 

・ 地域ごとにより厳しい上乗せ排水基準を設定できる。 

今まではなし 

排水課徴金制度 

・ 排出される汚濁負荷量（水量ｘ濃度）に応じて排水

課徴金を徴収する市場経済手法と呼ばれる。 

・ 排水企業は課徴金を削減するためにより効果的な

排水処理の努力することになり、この結果が水質改

善へとつながる。 

今までは排水基

準を超えた場合

に対する罰則適

用 に よ る 規 制

（コマンド・ア

ンド・コントロ

ール）であった。

排水許可制度 

・ 基本的に企業が排水するためには許可が必要であ

るが、許可を発行する条件を厳しく設定する。 

・ 排水についての情報、基準遵守のスケジュール、自

己水質モニタリング報告等の条件をクリアして許

可される。 

今までも制度は

あったが、許可

条件が厳しくな

る。 
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水質浄化法に基づく

中心的規定/制度 
規定/制度の概要 備考 

その他主要規定/制度 

・ 国家/地域状況報告書の発行、水質ガイドライン（水

質浄化法発行後1年）・排水基準の見直し、環境影響

評価制度の改訂、各種インセンティブ制度の明示、

関連機関（DPWH、LGU等）の水質管理にかかわる

マンデートの明確化 

 

 

４－３ 水質管理の体制 

DENR-EMBは、DENRの環境政策のもと環境管理分野（水質・大気・廃棄物）の政策を展開して

いる。1987年にフィリピンでは大統領令192号により行政機構の改革が行われ環境自然資源省

（DENR）が誕生した。水質管理については、大統領令1152号と984号等に基づいて、環境水質モ

ニタリング（指定水域の環境水質モニタリング、水域指定拡大のためのモニタリング）、汚染源管

理（排水源の工場検査、遵守排水モニタリング及び事業所等の排水許可証の発行、苦情があった

場合の立ち入り調査、環境影響報告に排水源が含まれる場合の施設整備の審査）、環境情報・教育

などを行っている。 

DENR-EMBは環境政策を策定し環境に関する規制の実施方策を策定したうえで水質管理を実施

し、一般の人々を教育するマンデートをもっているが、それらの業務は主に政策立案を所管する

本部と現場における政策実施を担当する全国16カ所の地域事務所によって行われている。水質管

理に関係するDENR-EMBの人員は臨時スタッフを含めて総勢約90名（本部14名、地域事務所76名）

である。 

それまで単に政策立案として位置づけられていたDENR-EMBは、1999年大気浄化法の施行をき

っかけとして政策の実施面にも責任を有する立場へと制度的変革がなされた。しかしながら、

DENR-EMB本部においては水質管理の政策実施にかかわる経験を有しなかったこと、また、地域

事務所においても職員の多くがDENRからの転入であったため水質管理実務の経験がなかったこ

とから水質管理業務は遅々として進まない状況にある。表-3は水質浄化法を実施するにあたっての

DENR-EMB本部と地域事務所がなすべき役割を示している。 

以上の状況より、DENR-EMB本部並びに全国地域事務所（16カ所）の政策立案から現場での水

質管理実務の全般にわたる管理体制を整え、水質浄化法のマンデートを実施する総合的能力の強

化が求められている。 
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表－３ 水質浄化法におけるDENR-EMB本部と地域事務所のマンデート 

 本 部 地域事務所 

＜政策・計画＞ 

・ 総合的水質管理フレームワー

クの策定 

・ 水質管理地域及び未達成地域

指定ガイドラインの作成 

・ 水質管理地域アクション策定

ガイドラインの作成 

・ 地域水質管理委員会、技術事

務局、マルチセクター・グル

ープ運営ガイドラインの作成

・ 排水許可発行及び排水課徴金

徴収ガイドラインの作成 

・ 地域事務所が実施する水域及

び地下水源の分類プログラ

ムの作成 

・ 地域水質ラボラトリー改善ガ

イドラインの作成 

・ 産業セクター分類の実施 

・ 地熱及び油・ガス開発に適用

する特例水質基準の確立 

・ 水質管理地域の指定、未達成地

域の指定、水質管理地域アクシ

ョンプラン、水域・地下水源の

分類にかかわる地域事務所とし

ての基本方針と優先度の設定 

・ 水域の分類または再分類にかか

わるプログラムの設定 

・ 分類された水域の水質モニタリ

ングプログラムの設定 

・ 産業・商業施設の法令遵守検査

プログラムの設定 

＜調査・科学的分析＞

・ 国家水質状況報告書の作成 

・ 国家地下水脆弱性マップの作

成 

・ 水質ガイドラインのレビュ

ー・改訂 

・ 排水基準のレビュー・改訂 

・ 水質ラボラトリーの公定試

験方法及び認証制度の設立 

・ 点源・非点源汚染源の分類 

・ 地下水源の分類 

・ 排水負荷割当のための現況水

質ガイドラインと汚染負荷

量との相関性を求める手

順・ガイドラインの作成 

・ 地域水質状況報告書の作成 

・ 地域地下水脆弱性マップの作成

・ マルチセクター・グループのプ

ログラム作成 

・ 効果的地域水質管理のための地

域水質データベースの整備 

・ 水域及び地下水源の分類 

・ 上記活動のための現場作業 

＜実施（現場での実践

活動）＞ 

 ・ 水質管理地域・未達成地域の計

画 

・ 水質管理アクションプランの作

成・実施 

・ 排水許可証の発行 

・ 排水課徴金の徴収 

・ 自己モニタリング報告書の受

領・検証 

・ クリーン･アップ活動の実践（必

要に応じて） 
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 本 部 地域事務所 

・ 排水施設の法令遵守検査 

・ 法令実施のための地域ラボラト

リーの運営 

＜調整＞ 

・ 国家下水道及びし尿汚泥管

理プログラムの作成 

・ 生活排水収集・処理・処分ガ

イドラインの作成 

・ 企業に対する奨励制度の設立

・ 教育省、沿岸警備局、農業省、

公共事業・ハイウエー省、健

康省、科学技術省、内務省、

情報省との連携メカニズム

の強化 

・ 他関連機関と共同した水質管理

地域アクション･プランの実施 

・ 他機関と連携したマルチセクタ

ー・グループによる水質調査・

水質モニタリングプログラムの

実施 

・ LGUとの連携・協調の強化 

＜基金管理＞ ・ 国家水質管理基金の管理 ・ 地域水質管理基金の管理 
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第５章 プロジェクトの設計 
 

５－１ 問題分析 

フィリピンの水質汚染とこれにかかわる関係機関について役割・影響についての分析がなされ

た。これより図-1に示すように現在の水質悪化の主原因は、排水（生活排水、産業・商業排水）に

対するインフラ整備が不十分なこと、また、水質保全・改善計画に沿った水質管理がなされてい

ないことと分析される。本プロジェクトにおける取り組みは、DENR-EMBを中心とした水質管理

能力を強化するアプローチに沿って行うものである。この水質管理能力の強化アプローチには、

インフラ整備を促進するために公共事業道路省（Department of Public Works and Highways：DPWH）、

LGUあるいは民間企業協会などの関係機関に連携・協調メカニズムを通して働きかけを行うこと

が含まれる。 

DENR-EMBはマニラ首都圏ケソン市の本部と全国16カ所に配置された地域事務所より成る。地

域事務所の水質管理能力は地域によって大きな差異が認められ、また、抱える問題も多様である。

こうした本部を含む全国地域事務所の管理能力の実態は、2004年JICAフィリピン事務所が実施し

たベースライン調査において明らかにされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 水質悪化の問題分析系図 

 

水質管理を主導するDENR-EMBについて各種視点から問題分析を行った。図-2はフォーカスグ

ループ・ディスカッションにおいて実施した問題分析の結果を表している。水質管理にかかわる

政策立案及び現場管理活動実施の両面において、DENR-EMBはリソース（職員数、財政、資機材）

に不足しており、また、限られた現有リソースも効果的に運用されていないことが明らかになっ

た。結論としてDENR-EMB水質管理体制における弱点は次の4つに集約された。 

 フィリピン国の水質悪化が

進行している 

（中心目的） 

EMB本部の政策
立案に係わる能

力不足 

EMB地域事務所
の現場水質管理

実務の能力不足

LGUによる生活
排水処理が不十

分 

民間による処理

施設への取組み

が不十分 

インフラ整備が不十分

のため生活・産業・商

業排水が適切に処理さ

れていない 

LGU等公的機関およ
び民間セクターとの連

携・協調が不十分で総

合的水質保全・改善計

画に基づいた水質管理

がなされていない 

EMBの水質管理能力
が不足している 

水質管理能力強化アプローチ

の取り組むべき問題 
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・ 実施計画、ガイドライン、マニュアルを含めて水質管理にかかわる総合的政策フレームワ

ークがなく、また、これらを実施する協調メカニズムがない。 

・ 水質管理の現場活動を実践する地域事務所を主導しサポートする本部の能力が不足してい

る。 

・ 水質浄化法がめざしている地域ベースの水質管理を実行する組織の設立・運営を実施する

地域事務所の経験・能力が不足している。 

・ 排水許可や排水課徴金制度といった水質浄化法の下に与えられたマンデートを実施する地

域事務所の水質管理にかかわる技術及び管理能力が不足している。 
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５－２ プロジェクトの設計方針 

本プロジェクトの特徴とするところは、多くのマンデートを規定する水質浄化法の実施を前提

としていること、技術移転の対象が単なる要素技術ではなく政策立案をも含むこと、さらには、

DENR-EMBがフィリピン全国16カ所に広く展開した組織構造であることである。このため技術移

転に要するわが国投入が大型となる。 

このような大型の技術協力プロジェクトであることを踏まえつつ、プロジェクトの設計は先方

国及び日本側関係者との協議結果に基づき、次の基本方針に沿って行うこととした。 

    

① DENR-EMBの基本戦略は水質浄化法及び施行細則に基づいた総合的水質管理を実施するこ

とである。ゆえに、本プロジェクトはこの戦略に沿って同法・規則の実施を通してこれの

実施に必要とする総合的能力の強化を図ることとする。 

② 当該プロジェクト準備のためにJICAが実施した各種調査報告書や世銀のレポート及び

DENR-EMB職員、地域事務所長との協議によって水質管理におけるDENR-EMBの有する弱

点が明らかにされた。その弱点をどのように克服するかを緊急性及び長期的な視点での重

要性、財政的な限界を根拠に優先づけを行ったうえで、プロジェクトのフレームを設定す

る。 

③ 全国的な水質管理体制を構築するにはDENR-EMBの自立発展的能力強化が不可欠であり、

このためには本プロジェクトはDENR-EMBの強いオーナーシップを育成するものでなけれ

ばならない。 

④ DENR-EMBの地域事務所は水質浄化法及びその施行細則の現場でのエンフォースメントを

担当する。しかしながら、そのエンフォースメントに際しては、DENR-EMB本部が主導的

な役割を果たし、エンフォースメントに不可欠の技術マニュアルや手続き規則を作成し、

16の地域事務所がそのマニュアルに添ってエンフォースするということが重要であるので、

DENR-EMB本部及び地域事務所の双方を対象とする。 

⑤ フィリピンでは、あらゆる政府機関が政策の作成等に際して幅広くコンサルタントを活用

するという習慣があるため有能なコンサルタントが得られる条件にある。このようなこと

から現地において得られるコンサルタントを活用することがプロジェクトの効果的・効率

的な実行にとって適切であることから、ローカルコンサルタントの活用を図ることとする。 

⑥ 日本側の投入量の制約から、地域事務所については全国16カ所から選定したパイロット地

域として集中的な指導・訓練を実施することとするが、他のドナーと協力関係を構築し、

ジョイントでプロジェクトを推進する体制づくりが重要である。本プロジェクトにおいて

作成されたガイドライン/マニュアル等は、その実効性を高めるために地域事務所において

実際に試行し、その結果をフィードバックして改訂することを原則とした。 

⑦ 本プロジェクトにおいて作成されたガイドライン/マニュアル等、並びに地域での使用を目

的に構築された水質モデル、データベースシステムなどは、その実効性を高めるために地

域事務所において実際に試行し、その結果をフィードバックして改訂することを原則とし

た。 

⑧ DENR-EMBの水質ラボラトリーにおいては水質測定用機材が十分には整備されていない状

況にあるが、本プロジェクトが総合的な能力強化を目的とするものであることを考慮して、

供与する機材はプロジェクト実施に必要な最低限度とする。 
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５－３ 目的分析 

先方とのフォーカスグループ･ディスカッションにおける問題分析のなかで、同国水環境を保

全・改善するには、インフラ整備を促進し生活排水や産業・商業排水などの処理を行う必要があ

り、また、そのためには、DENR-EMBの水質管理能力の強化、並びに、LGU、民間セクターなど

インフラ整備機関との連携・協調メカニズムの構築・強化が必要であることが確認された。これ

に基づいて、「DENR-EMB本部と地域事務所において水質浄化法を実施する水質管理能力を強化す

る」を中心目的とする本プロジェクトの目的分析系図が形成された（図-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 目的分析系図 

 

５－４ 目標 

DENR-EMBは水質浄化法及び施行細則の実施を基本戦略としている。しかし、水質浄化法は多

くのマンデートをDENR-EMBに与えるものであるが、現在のDENR-EMBの水質管理能力はこれら

のマンデートを実施するには不十分であり、職員個人、組織及び水質管理を取り巻く社会・制度

の各レベルにおいて格段の対処能力向上が求められている。DENR-EMBが全国16カ所の地域事務

所より成り、また、それらの現在能力が地域によって大幅に差があること、さらには、日本側投

入量の限界を考慮して、次のように段階的に水質管理能力の強化を図ることとする。 

 

＜プロジェクト実施段階＞ 

政策立案を担当し全国DENR-EMBを主導する中核的機関である本部の能力強化を図りつつ、

プロジェクトで得られた成果を全国へ普及し、同時に、選定した3カ所のパイロット地域事務所

に対し集中・総合的訓練による能力強化を図る。 

 

＜プロジェクト完了後＞ 

DENR-EMBの自立発展的取り組みによる全国地域事務所の能力強化を図り、また、本プロジ

ェクトの成果を基づいて行う他ドナーの支援によるパイロット地域事務所以外の地域における

 

EMB本部と地域事務所にお
ける水質浄化法を実施する

水質管理能力の強化 

（中心目的） 

（直接目的） 

本部の 
能力強化 

EMB本部の政策
マターに係わる

能力強化 

EMB本部の地域
事務所に対する

指導力の強化 

地域水質管理に

係わる組織構築

能力の強化 

地域事務所の能力強化

（パイロット地域事務

所が中心）

水質管理実務に

係わる能力強化 

（直接手段） 

LGU・民間セクターによっ
てアクションプランに沿っ

た水質目標を達成するため

の対策が講じられる 

（中心目的） 
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能力強化によってパイロット地域での成果を全国へ普及する。 

 

（1）プロジェクト目標 

本プロジェクト完了時（開始後5年）に到達すべきプロジェクト目標を次のように設定した。 

 

水質浄化法及び施行細則施行上の優先的な活動を行うためのEMB本部及びEMB地域事務所の

水質管理能力が強化される。 

選択した3カ所のパイロット地域事務所に対しては、特に集中的な指導・訓練を行う。パイ

ロット地域事務所はルソン、ビサヤ、ミンダナオ地域から選定するが、それらがフィリピン

の水質管理能力にあたって他地域事務所の学習場所として機能することが必要であるため次

の基準を用いて後日、選定する。 

 

・ 地域的にはルソン、ビサヤ、ミンダナオの各地域から選定する。 

・ フィリピンを代表する水質管理が必要とされる地域（高度に都市化した地域、エコツ

ーリズムと水産業保全のための水質管理を必要とする地域、たとえば鉱山のような深

刻な産業汚染の管理が必要とされる地域）。 

・ 能力強化のための指導・訓練が可能な適正数の職員が配置されていること。 

    

一方、パイロット地域事務所以外の地域事務所に対しては、策定したガイドライン等をワ

ークショップ開催などにより技術の普及を図ることとする。 

プロジェクト目標の達成状況は、水質管理の活動実態並びにプロジェクト実施による

DENR-EMBの職員個人、組織及び社会・制度レベルにおける主要な能力要素の改善効果の観

点から次の指標を用いて評価することとした。 

 

・ DENR-EMB本部及び地域事務所職員の技術習熟度、機材と情報システムの整備などの

組織的能力、関連機関及び利害関係者との連携状況など 

・ パイロット地域事務所の他地域に対する学習地域としての効果 

 

（2）上位目標 

産業・商業事業者及び自治体その他公的機関により、地域におけるアクションプラン（注）で定

められた水質目標を達成するために必要な対策が講じられる。 
（注）：関係者により構成される水質管理委員会が策定する地域ごとの水質目標を達成するために必要な10カ年

計画。水質浄化法において委員会の設立とアクションプランの作成が規定されている。 

 

この上位目標は、外部条件として挙げている「フィリピン政府が水質浄化法の実施に対す

る政策を維持する」限りにおいて継続されるはずである。 

なお、水質管理の究極的目標である水質の保全・改善の効果は、本プロジェクトの上位目

標が達成されたあと、DENR-EMBによる総合フレームワークに基づいた協調ベースの働きか

けによって、生活排水や産業・商業排水等に対するインフラ施設の整備とともに発現する究

極的目標と考えられる。 
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５－５ 成果 

（1）成果 

目的分析に基づいて、プロジェクト目標を発現するための条件を整理し、次のように4つの

成果を上げることとした。 

 

成果1 

水質浄化法に基づいた総合的水質管理政策と施行ガイドラインが整備され、EMB職員に周知

される。 

成果1はDENR-EMB本部の主に政策立案面における能力向上を図るものである。 

 

成果2 

EMB本部の地域事務所を主導し指導する水質管理能力が強化される。 

成果2は本部の主に全国地域事務所の水質管理を主導し、また、全国的な水質管理活動を行

う能力向上を図るものある。 

 

成果3 

水質管理地域を指定し、水質管理委員会等を設立・運営するためのＥＭＢ地域事務所の能力

が強化される。 

成果3は主にパイロット地域事務所の地域ベースの水質管理を実施するための水質管理地

域指定に関する組織の設立・運営能力の向上を図るものである。 

 

成果4 

EMB地域事務所の総合的な水質管理能力が強化される。 

成果4は主にパイロット事務所の水質管理における現場における活動実務の能力向上を図

るものである。 

    

成果に基づいてプロジェクト目標が発現されるための主要な外部条件として、「水質浄化法

の実施に際し、DENR-EMBと連携・協調する関連機関の取り組み姿勢」を挙げている。具体

的には中央レベルにおいては政策調整を行うDPWH、保健省（Department of Health：DOH）、

内務自治省（Department of Interior and Local Government：DILG）などが、自らの予算で

DENR-EMBと必要な連携・協調を行うことである。また、地域レベルにおいては地域ベース

の水質管理の推進をDENR-EMBと連携して行う立場になるLGUの行動であり、DENR-EMBと

LGUとの緊密な連携メカニズムの構築が求められている。 

各成果の達成状況は、おのおのの成果に対応する代表的な活動の達成・進捗状態によって

評価されることとした。 

 

５－６ 活動 

4つの成果に対して図-4に示すように合計39の活動が挙げられている。これら活動の要約を次に

示した。これらの活動は水質浄化法においてDENR-EMBが求められている水質管理マンデートを

実施するためのものである。 
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図－４ プロジェクトの活動 

 

 

成果 1:  

水質浄化法および施行規

則に基づいた総合的水質

管理政策フレームワーク

が策定され、また、関連

するガイドラインが整備

されたうえで、それらに

ついての EMB 職員に対
する訓練がなされる。 

 総合水質管理フレーム
ワークおよび戦略 

 市場経済ツールに関す
る総合的政策 

 水質管理地域および未
達成地域指定ガイドラ

イン 
 地下水分類ガイドライ
ン 

 水質管理地域アクショ
ンプラン作成のガイド

ライン 
 汚染負荷算定および排
水許可のガイドライン

（土壌放流を含む） 
 水質管理基金管理およ
び報奨制度ガイドライ

ン 
 水質モニタリングパー
トナーシップのガイド

ライン 
 水質変動（地熱および
エネルギー施設）のガ

イドライン 
 法令遵守検査ガイドラ
イン 

 手続きに係わる訓練 

成果 2: 

EMB 本部の地域事務所
を主導し支援する能力

が強化される。 

成果 3: 

3 ヶ所のパイロット地域
において、EMB 地域事
務所の水質管理地域を指

定・管理する能力が備わ

り、また、関連する組織

が構築され運営される。

成果 4: 

3 ヶ所のパイロット地域
において、EMB 地域事
務所の水質管理能力、特

に CWA に基づいた排水
許可システムおよび排水

課徴金システムを実施す

る能力が強化される。 

 地域における協調の促
進 

 水質管理モデルの科学
的現場調査および開

発・調査 
 水質管理モデルを利用
した利害関係者への
IEC 

 GIS 付属のデータベー
ス 

 広域のデータネットワ
ーク 

 国家水質状況報告 
 国家水質管理基金の管
理 

 中央ラボ職員の能力向
上 

 技術訓練（水質ラボ、
データベース管理、モ

デリング） 

 水質管理地域の指定お
よび水質管理戦略の策

定 
 水質管理地域管理組織
の設立 

 水質管理地域の多分野
でのアクションプラン

および LGU 遵守計画
の策定 

 水質モニタリングのパ
ートナーシッププログ

ラム 
 水質管理活動計画に係
わる利害関係者の訓練

（IECを含む） 

 達成地域および未達成
地域の特定 

 負荷量基準の排水許可
および排水課徴金シス

テムの実施 
 排水課徴金および排水
許可料金の徴収および

会計システムの設立 
 法令遵守検査および優
先化プログラム 

 汚染負荷モデリングお
よび必要データの調査

 汚染源インベントリー
の調査 

 現場水質測定機材およ
び車輌の整備 

 水質および規制用デー
タベースの構築 

 地域水質ラボの改善機
材の支援 

 地域水質状況報告書の
作成（IEC用も含めて）

 地域事務所職員のパイ
ロット地域の見学 

水質浄化法および施行規則施行上の優

先的な活動を行うための EMB本部お
よび EMB地域事務所の水質管理能力

が強化される 

産業・商業事業者及び自治体その他公

的機関が地域におけるアクションプ

ランで定められた水質目標を達成す

るために必要な対策を講じる 
（上位目標） 

（プロジェクト目標） 

（活動）
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DENR-EMB本部を対象とする成果1及び成果2における主要活動には地域事務所における現場で

の水質管理実施に関するガイドラインや水質モデル、データベースといった管理ツールが含まれ

ている。このような活動については成果1及び成果2において策定・開発された成果品を成果3及び

成果4に対応する活動においてパイロット地域事務所での試行を行い、その結果を成果1及び成果2

の活動においてレビューし、必要な改訂を行うように配慮している。 

日本側は上記の成果1及び成果2（本部対象）については、フィリピン側と共同して各活動を実

施するなかで、助言・指導を行う。ガイドライン及びフレームワークなどの策定について日本側

は長期/短期専門家の管理の下に、雇用する現地コンサルタントを利用してそれらのドラフトを起

案しフィリピン側と協議するなかで、これらの成果達成をめざすものである 

また、成果3及び成果4（地域事務所対象）については、フィリピン側が各活動を実施し、日本

側は雇用する現地コンサルタントを利用して指導・訓練を行うことによってこれら成果の達成を

めざすものである。 

 

５－７ 活動計画 

プロジェクトの全体期間は、要素活動が多様で量的にも大きいこと、また、地域事務所での指

導・訓練の前に本部において必要とする活動があることなどを考慮して5年としている。全体工程

はおおむね第1期（2006年から2007年）及び第2期（2008年から2010年）に分けられる（図-5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ プロジェクト実施工程 

 

基本的には、第1期はDENR-EMB本部を対象とする成果1及び成果2に対する活動を、また、第2

期は地域事務所を対象とした成果3及び成果4に対する活動を中心的に行う。しかしながら水質浄

化法による各規定の実施期限、並びに地域事務所における試行結果のフィードバックを考慮し、

入りこんだ工程となっている。 

各期において取り組まれる主要な活動を以下に記す。 

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

：実活動 ：フォロ－アップ

第1期 第2期

成果4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時期

成果

成果1

成果2

成果3

2010年2006年 2007年 2008年 2009年
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 第1期（2006年から2007年）活動 第2期（2008年から2010年）活動 

成果1の活動 

（本部） 

・政策立案における多機関との協調シス

テムの構築 

・総合水質管理政策フレームワークの立

案 

・総合フレームワークを実施するための

ガイドライン/マニュアルの開発 

・政策フレームワーク及び手順を実施に

関する地域事務所職員の教育・訓練

・総合政策に関する多機関による連携・

協調の実行 

・政策レビュー及び精査 

・ガイドライン/マニュアルのレビュー

及び改訂 

・ガイドライン実施に関する地域事務所

職員に対する訓練の継続 

成果2の活動 

（本部） 

・ガイドラインの開発に関するEMB地

域事務所との協調 

・水質モデリングのような科学的ツール

並びにデータベース、ネットワークの

ような情報システムの開発 

・水質管理基金の管理システムの開発

・データ収集を含む水質状況報告作成シ

ステムの構築 

・情報公開・教育メカニズムの構築 

・水質ラボ手順の合理化及び地域職員の

訓練 

・地域おけるガイドラインの試行に関す

る協調並びにガイドラインの精査 

・水質モデル、データベース、報告シス

テムのような管理ツールの精査及び

改良 

・情報公開・教育施策の改善 

成果3の活動 

（ 地 域 事 務

所） 

・初回の水質管理地域の指定 

・地域管理組織を設立するステークホル

ダー間の協調の構築 

・地域管理員会をサポートする技術事務

局員の訓練 

・水質管理地域の追加指定 

・地域の水質管理計画とそれに基づく管

理実施に関するステークホルダーの

教育・訓練 

・地域管理委員会及びステークホルダー

など多機関による計画立案 

・LGUによるアクションプラン立案 

・地域水質改善計画の実施 

・水質モニタリングに関する協調プログ

ラムの構築 

成果4の活動 

（ 地 域 事 務

所） 

・水質データ調査/まとめ 

・水質状況報告書の作成 

・採水及び水質測定機材の整備及び訓練

・水系分類 

・未達成地域の特定 

・汚染源インベントリーの作成及び分類

・排水許可制度及び排水課徴金制度の開

始 

・水質管理基金の会計及び報告 

・排水法令遵守検査 

・未達成地域を管理するための水質モデ

ルの運用 

・データベースの構築 

 

５－８ 投入 

プロジェクトの全体期間は、要素活動が多様で量的にも大きいこと、また、地域事務所での指

導・訓練の前に本部において必要とする活動があることなどを考慮して5年としている。全体工程

はおおむね第1期（2006年から2007年）及び第2期（2008年から2010年）に分けられる。 
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なお、投入に関する留意点は以下のとおりである。 

 

５－８－１ 日本側投入 

（1）専門家 

日本側専門家は、水質管理政策、水質管理技術、業務調整の3名の常駐ベースの専門家の

派遣が想定される。このうち、水質管理政策専門家は、チームの総括も兼任し、各種制度

及びガイドラインの策定・執行に関する助言や、DENR幹部らに対してプロジェクトにて策

定した政策フレームワークや各種ガイドラインを施行すべく政策助言を行うことが期待さ

れている。水質管理技術専門家については、各種制度及びガイドラインの策定に際する技

術的観点からの指導・監督、DENR-EMB本部及び地域事務所職員に対し、水系分類、汚染

源分類、排水基準、水質モニタリング等の水質管理技術に関する指導・助言などが期待さ

れる。 

これに加えて、水質モニタリング、汚染源管理、データベース構築、水質モデルといっ

た分野の短期ベースの専門家を投入して、特定分野での活動を進める。 

 

（2）ローカルコンサルタントの活用 

フィリピンは環境行政における長い歴史をもっており、その主たる取り組みに民間コン

サルタントが深くかかわってきた。このために環境分野において経験を豊富に有するロー

カルコンサルタントが多数存在する状況にある。そこで本プロジェクトにおいては、プロ

ジェクト費用の低減の観点から、積極的にローカルコンサルタントを活用する。 

しかし、このようなローカルコンサルタントの活用により実施するプロジェクトにおい

ても、本プロジェクトがわが国の保有する水質管理分野の知見の技術移転を基本とするも

のであることに留意する。すなわち、日本人専門家がローカルコンサルタントの管理を十

分に行い、必要な指示・助言を適切に行う体制で臨むこととする。また、ガイドラインの

起案等に際して、日本人専門家とローカルコンサルタントだけで実施されてしまい、カウ

ンターパートたるDENR-EMB職員の巻き込みが低下してしまえば、フィリピンの水質管理

行政に係るキャパシティ･ディベロップメントという目標は達成し得ない。このため、本プ

ロジェクトに対するDENR-EMBのオーナーシップを高め、自立発展性を確保する観点から、

極力、DENR-EMB本部職員が深くかかわるように工夫・働きかけをして技術移転を図り、

また、このために必要な職員数を配置するようにDENR側に働きかけることが重要である。 

ローカルコンサルタントの活動内容については、本調査にて大まかの検討がなされてい

るものの、プロジェクト活動後に改めてDENR-EMBと協議を行い、TORを明確かつ詳細に

検討したうえで雇用することとする。 

 

（3）機材供与 

フィリピン側との協議に基づいて、日本側は水質管理能力強化に必要とする機材は水質

測定機材、並びに情報管理システム機材などを供与することとする。 

本プロジェクトが水質管理にかかわる政策立案や現場における政策実施を含めた総合的

能力の強化を目標としているものであり、水質測定・分析や情報管理は本プロジェクトの

要素活動の一部に位置づけられてはいるが、本プロジェクトの中心的要素ではない。これ
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より、日本側より供与する機材の種類、及びそれらの数量は本プロジェクトにおいて行う

総合的能力の強化プログラムの実行に必要な最低限度にとどめることとした。 

本プロジェクトにおける地域事務所に対する支援・指導は全国から3カ所のパイロット地

域を選定して実施される。このパイロット地域の選定は、まだ検討中であるが、現在のと

ころ第3事務所、第6事務所、及び第12事務所が有力である。ここでは暫定的に、これらの

パイロット地域が必要とする水質測定機材並びに情報管理機材を供与することとした。ま

た、DENR-EMB本部が実施するラボでの検査機能の向上や水質モニタリング活動の改善に

向けても、最低限度にとどめつつ機材提供を行う。 

なお、供与される機材の内容等については、プロジェクト開始後に改めて詳細に調査を

行い決定する。 

 

５－８－２ フィリピン側投入 

（1）カウンターパートの配置 

DENR-EMB本部並びにDENR-EMB地域事務所の職員がカウンターパートとして配置され

る。本部では、環境天然資源省環境管理局環境質部（EMB-Environmental Quality Division：

EMB-EQD）の課長をプロジェクト・マネジャーとして活動の指揮をとり、DENR-EMB局長

がプロジェクト・ディレクターとしてこれを統括する。地域事務所においては、地域事務

所長のイニシアティブの下で、水質管理に従事する職員が主体的にプロジェクト活動に参

画する。 

なお、合同調整委員会のフィリピン側議長及び主要メンバー、並びに主としてプロジェ

クトに従事するDENR-EMB職員については、2005年10月24日付のDENR Special Order 851号

にて任命されている。 

なお、DENR-EMB地域事務所では、本部と同様、または、それ以上に人員が不足してお

り、また、多くの職員が水質管理を専門とはしていない。本プロジェクトの自立発展性を

確保する観点から、適切な学歴・職歴を有する必要な職員数を配置するようにDENRに働き

かけていくことも重要である。 
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第６章 プロジェクト実施の妥当性 
 

６－１ 妥当性 

下記のように本プロジェクトを実施する妥当性は高いと判断される。 

    

（1）相手国のニーズ 

水質浄化法は地方自治体（LGU）や住民、民間セクターの自主的努力を促しつつ水質の改

善を図ることを最重要戦略としている。政府主導による環境インフラ整備の実施が財政的な

事情によって困難な現状においては、水質を改善しようとする川沿いの利害関係者間での調

整や、排出量に応じた排水課徴金などの市場メカニズムを活用した水質管理手法が有効であ

る。しかしながらDENR-EMBは従来経験したことがない業務であるため、政策・制度の作成

から現場における施行業務まで包括的な組織の構築支援が必要となっている。また、こうし

た水環境の保全・改善のための取り組みは、地域の住民、地方行政機関、民間セクター、大

学関係者などのさまざまな関係者の参画の下に実施されるものであり、直接的、あるいは、

間接的に水質の改善を必要とする一般国民、企業・団体などを巻き込んだ水質管理の促進が

可能である。 

 

（2）相手国の環境政策との整合性 

本プロジェクトは、フィリピンの水質管理政策の根幹である水質浄化法を効率的に施行す

ることを目的としており、フィリピンの環境政策に直結している。また、昨年（2004年）11

月に公表された中期国家開発計画（2004-2010）のなかでもより健康的な環境の創造が5項目挙

げられている環境自然資源分野の重要項目のひとつに含まれている。 

 

（3）わが国関連技術の優位性 

わが国は1970年代の公害対策とそれらに対する水質保全政策についてさまざまな経験をも

っていることから、水質管理の実務にかかわる各種の知見やノウハウを蓄積しており技術的

優位性は高い。また、本プロジェクトにおける能力強化の対象の一部である管理技術面につ

いては、JICAは過去、タイ、中国、インドネシア、メキシコ、チリ、エジプトにおいて環境

センタープロジェクトを実施してきているので、これらのプロジェクトで得られた知見・教

訓（モニタリング体制の構築方法等）を本プロジェクトに活用できる。一方、フィリピンに

おいてはJICAは水質浄化法の施行細則の作成を支援し、政策的側面からの支援についての経

験を得ている。 

 

６－２ 有効性 

以下の理由より、本プロジェクトは高い有効性を有していると判断される。 

DENR-EMBは本部と全国16カ所の地域事務所より成り、本部は政策立案を、地域事務所は政策

施行を担当している。水質浄化法を施行するうえでは、政策立案・実施が一体的に実施されるこ

とが必要であるが、本プロジェクトはDENR-EMB本部及び地域事務所の双方を対象とした包括的

な能力強化を対象としていることから、より効果的に水質浄化法を施行する体制づくりを行うこ

とが可能である。 
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具体的アプローチとしては、水質浄化法にて定められた活動のうち特に優先的な取り組みを必

要とする活動の実施を行うことを通じて、DENR-EMB本部と地域事務所の能力強化を行うが、プ

ロジェクト目標、成果、並びに優先的な活動などはEMB本部や地域事務所職員との参加型協議を

通して選定されたものであり、カウンターパートの意向を十分に反映している。 

また、本プロジェクトは水質浄化法の施行のための能力強化をめざしていることからプロジェ

クト目標の内容は明確であり、また、各成果についても同法に基づき本部と地域事務所で具体的

に取り組むべき活動を記載していることから、成果と目標のつながりも明確である。よって成果

を達成することでプロジェクト目標が達成されることが期待される。 

 

６－３ 効率性 

以下の理由により、効率性が高いと判断される。 

本件はフィリピンの水質管理政策立案・実施にかかわるキャパシティ・ディベロップメントを

目的としたプロジェクトであり、カウンターパート個人の技術・経験の向上だけではなく、組織

内での制度・体制整備や他の機関との調整能力などの向上も意図している。よって、水質浄化法

の施行に先立ち必要となる各種ガイドラインやマニュアル、情報データベースや水質モデルなど

の多数のアウトプットの作成が計画されている。これらのアウトプットを得るためには通常多く

の時間と投入が必要となるが、本プロジェクトでは現地コンサルタントを日本人専門家の監督の

下に有効に活用することで、費用対効果の高い協力を実施することを計画している。なお、フィ

リピンの政府機関においては政策を策定する際には、民間コンサルタントを活用することが一般

的に行われているため、民間セクターに政策策定のノウハウを有する人材が多く存在している。 

また、日本人専門家についても民間の人材の積極的な活用が期待される。JICAの開発調査等に

おいて、環境管理計画の作成、河川・湖沼の水質管理に従事した経験の豊富な人材が存在するこ

とから、プロジェクトの実施については、このような開発途上国の水質管理の技術と開発途上国

における技術協力の経験を有する民間のコンサルタントを活用して実施することで高い効率性が

確保されると見込まれる。 

なお、水質浄化法の施行と水質管理能力強化については他ドナーも関心を有しており（USAID

等）、これらのドナーとの連携を図りつつ事業を進めていくことで、より効率的なプロジェクトの

実施が可能である。 

 

６－４ インパクト 

下記のように本プロジェクトは種々の分野に波及効果を与えるものと判断される。 

    

（1）関係者による水質管理地域アクションプランの策定と実施 

本プロジェクトの上位目標は地域の河川利用関係者によりアクションプランで定められた

水質目標の達成のために必要な対策が講じられることであるが、以下のとおり達成が見込ま

れる。 

水質浄化法では、特に水質改善の必要性が高い地域を水質管理地域に指定し、地方行政機

関、住民、企業、大学など、地域の河川利用にかかわる利害関係者から構成される水質管理

委員会を組織することが求められている。DENR-EMB地域事務所の役割は水質管理委員会の

技術事務局として委員会を円滑に運営するとともに、関連機関を調整しつつアクションプラ
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ンの作成と遂行を促進していくものである。本プロジェクトは、水質管理地域の指定や委員

会の設立のためのガイドラインづくりや、パイロット地域事務所における委員会の設立・運

営推進のための能力強化が成果のひとつとして盛り込まれており、また併せて市民の環境意

識を高めるための情報キャンペーンや地域内での水質モニタリングの連携体制の構築などの、

地域関係者へ働きかける活動が含まれることから、地元に根ざした水質対策が実施されるこ

とが期待される。 

 

（2）水質保全・改善への効果 

本プロジェクトは環境管理政策の適切な立案・施行を行うための行政能力の基盤を築くこ

とを目標としている。また、地域における水質改善アクションプランの策定が本プロジェク

トの重要要素となっており、生活排水、産業排水など広範な汚染源への対策を含む同プラン

の実施を通じて対象水域における水質の改善に効果を発現することが期待される。アクショ

ンプランは10年計画であり、現時点では巨額のインフラ整備のための財源が限られているこ

とから直接的な水質の改善にはそれなりの期間を要すると想定されるが、本プロジェクトで

環境行政能力の基盤を築くことにより、これらのプランの実施をたゆまずに促進し、また将

来的な状況の変化に適切に対応することが可能となる。 

 

６－５ 自立発展性 

水質浄化法はフィリピンの議会が立法化し政府に対して実行を求めるものであり、プロジェク

ト終了後も引き続き継続的に施行していくことがDENR-EMB及び関係機関にとっての責務となっ

ていることから、プロジェクトの活動に対する政策面での自立発展性は高いといえる。プロジェ

クトの終了後にDENR-EMBが独自に活動を継続していくうえでは、DENR-EMBが適切な人員配置

と予算措置をあらかじめ講ずることが必要であり、プロジェクトの準備・実施段階において終了

後を見据えた体制確保を働きかけることが重要である。また、本プロジェクトは他機関との調整

を要する活動も多く、DENR-EMBも含めた関連機関のキャパシティに合わせた無理のない協力を

実施していくことが肝要である。本プロジェクトはDENR-EMBを中心とした制度づくりを中心に

行う前半2年間の協力と、DENR-EMB地域事務所を中心とした現場での施行を行う後半3年の協力

から構成されていることから、各協力ごとの進捗状況と相手側の体制を適切に把握したうえで、

柔軟なプロジェクト管理を実施していくことが必要であり、これらの活動上の配慮を行うことで

プロジェクトの自立発展性を確保することが可能である。 

 

６－６ 結論 

本プロジェクトは相手国の環境政策に合致しており、また、数次にわたる参加型協議を踏まえ

た結果、相手国側のニーズを十分反映した内容となっている。またローカルリソースの活用によ

りプロジェクト全体を効率的に実施する計画となっている。また、プロジェクトによる波及効果

も大きく、自立発展性にも配慮されている。 

以上より、本プロジェクトの実施は妥当であると判断される。プロジェクトの準備・実施過程

においてフィリピン側の受入体制（適正数の職員配置等）が十分に整備されれば、より高いイン

パクトと自立発展性とが期待できる。 
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６－７ 貧困・ジェンダー・環境への配慮 

これらの観点についてのネガティブな影響は、現時点では想定されていない。 
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Foreword 
 
 
Intensified development activities have put the country’s water resources under serious pollution 
threat. Studies on the impact of water pollution put its cost to the national economy at P67B every 
year due to adverse effects on public health, fisheries and ecotourism, among others. Poor water 
quality also threatens the safety of the country’s existing water supply sources. It increases the cost 
of new water supply development programs at a time when demand for water is intensifying due to 
the combined effects of population and economic growth.   
 
The Clean Water Act, passed in 2004, was a concerted effort of government, private sector and 
civil society to control water pollution and prevent its further deterioration. This law represents a 
landmark change in national policy based on the principle that economic development will be 
sustainable only if accompanied by concern for environment protection. Clean water is vital to a 
keep the economy growing. As experience in other countries clearly shows, economic growth 
increases the national capacity to protect the environment.  
 
The Clean Water Act, together with its Implementing Rules and Regulations issued by the DENR 
recently, integrates into one strategy the existing command-and-control measures for controlling 
water pollution with new management approaches that make use of economic instruments based 
on the polluters-pay-principle, promote greater self-regulation on the part of industry, and expand 
the role of other agencies and the public in water quality management.  The Act mandated the 
DENR, through the Environmental Management Bureau, to lead the implementation of such 
comprehensive water quality management strategy.  
 
Recognizing its present technical capability constraints in implementing Clean Water Act 
mandates, the Bureau has requested assistance from the Government of Japan through JICA. Japan 
has many and varied experiences in managing water quality that can be of great value to EMB in 
strengthening its management capacity. EMB appreciates JICA’s willingness to provide such 
assistance.  
 
This Project Document was prepared as a collaborative effort between DENR/EMB and JICA. The 
activities represent priorities for assistance that were identified by the EMB itself. Through JICA’s 
support for these activities, we are confident that the Bureau will be able to develop a strong 
capacity to perform its mandates under the Clean Water Act.  
 
I look forward to starting this Project soonest.  
 
 
 
                                                                                    _______________________________ 
                                                                                              Armando A. De Castro 
                                                                    Undersecretary for Management and Technical Services 
                                                                          Department of Environment and Natural Resources 
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Foreword 
 
 
Following the enactment of the Clean Water Act (CWA) by the Philippine Congress, JICA was 
given an opportunity to assist EMB in developing the Implementation Rules and Regulations 
(IRR) to carry out the mandates assigned by the Act to DENR. In the process of formulating the 
IRR, it became evident that the task of implementing the new policy instruments and water quality 
management approaches mandated under the Act will be difficult for the EMB to perform, given 
present limitations in resources and technical capability.  
 
In the course of JICA’s support to the IRR preparation, we have recognized that strengthening 
EMB’s overall capacity in water quality management is an urgent necessity in order to enable 
EMB to perform its specific mandates under the Clean Water Act. Such assistance is also of long 
term importance to the Philippine economy in order to protect public health and the environment 
from the growing threat of worsening water pollution. 
 
The project proposal which was developed through a joint effort between EMB and JICA covers a 
number of activities that are grouped under four result areas as follows: 
 

1. Formulating an integrated water quality policy framework and providing procedural 
guidelines for implementation of EMB’s roles within such framework;  

2. Strengthening the Central Office’s capability to lead and support the Regional Offices; 
3. Assisting the Regional Offices in establishing and sustaining Water Quality Management 

Areas and their institutions; and  
4. Supporting the Regional Offices in WQM, particularly in enforcing the discharge 

permitting and wastewater charge system as well as in compliance monitoring. 
  
We hope that, through this project, the EMB will be effectively positioned to carry out its 
mandates under the Clean Water Act, and that this will lead to a strong national capacity for water 
quality management.   
      
 

                               
         ____________________________

                                                       Shozo Matsuura 
          Resident Representative in the Philippine 

Japan International Cooperation Agency 
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